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議案第１３号

令和８年度 猪苗代町一般会計予算

令和８年度猪苗代町一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ９，３００，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」

による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担す

る行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」によ

る。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の

目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

７００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により、歳出予算の各項の経費の

金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

(1) 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

令和８年３月３日提出

猪苗代町長 二 瓶 盛 一
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1 1,973,566

1 町民税 694,902

2 固定資産税 1,077,706

3 軽自動車税 53,887

4 町たばこ税 116,961

5 特別土地保有税 10

6 入湯税 30,100

2 95,930

1 地方揮発油譲与税 15,377

2 自動車重量譲与税 57,555

3 森林環境譲与税 22,998

3 2,417

1 利子割交付金 2,417

4 8,414

1 配当割交付金 8,414

5 10,273

1 株式等譲渡所得割交付金 10,273

6 29,786

1 法人事業税交付金 29,786

7 373,203

1 地方消費税交付金 373,203

8 21,712

1 ゴルフ場利用税交付金 21,712

9 714

1 環境性能割交付金 714

10 18,627

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

町税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

金　　　　　額
 千円

款

第１表　　歳入歳出予算

歳　　入

項
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1 地方特例交付金 18,627

11 3,441,933

1 地方交付税 3,441,933

12 1,434

1 交通安全対策特別交付金 1,434

13 8,654

1 負担金 8,654

14 101,795

1 使用料 94,469

2 手数料 7,326

15 700,845

1 国庫負担金 360,148

2 国庫補助金 335,959

3 委託金 4,738

16 616,833

1 県負担金 218,187

2 県補助金 334,203

3 委託金 64,443

17 81,017

1 財産運用収入 40,019

2 財産売払収入 40,998

18 160,000

1 寄附金 160,000

19 570,050

1 特別会計繰入金 1

2 基金繰入金 559,392

繰入金

使用料及び手数料

国庫支出金

県支出金

財産収入

寄附金

 千円

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

款 項 金　　　　　額
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3 財産区繰入金 10,657

20 200,000

1 繰越金 200,000

21 202,997

1 延滞金、加算金及び過料 4,001

2 町預金利子 1,150

3 貸付金元利収入 129,100

4 雑入 68,746

22 679,800

1 町債 679,800

9,300,000歳　　入　　合　　計

 千円

繰越金

諸収入

町債

款 項 金　　　　　額
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1 92,209

1 議会費 92,209

2 1,175,612

1 総務管理費 965,107

2 徴税費 137,055

3 戸籍住民基本台帳費 43,716

4 選挙費 20,968

5 統計調査費 8,082

6 監査委員費 684

3 1,601,150

1 社会福祉費 1,242,033

2 児童福祉費 359,117

4 712,692

1 保健衛生費 362,953

2 清掃費 349,739

5 651,316

1 農業費 588,661

2 林業費 62,107

3 水産業費 548

6 447,103

1 商工費 447,103

7 1,586,366

1 土木管理費 41,436

2 道路橋梁費 1,136,557

3 河川費 16,621

4 都市計画費 336,582

商工費

土木費

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

款

歳　　出

項 金　　　　　額
 千円
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5 住宅費 55,170

8 483,202

1 消防費 483,202

9 1,397,709

1 教育総務費 180,966

2 小学校費 229,206

3 中学校費 159,274

4 児童保育費 19,872

5 こども園費 499,617

6 社会教育費 130,144

7 保健体育費 42,581

8 学校給食費 136,049

10 300

1 農林水産施設災害復旧費 200

2 公共土木施設災害復旧費 100

11 1,122,341

1 公債費 1,122,341

12 30,000

1 予備費 30,000

9,300,000

公債費

予備費

歳　　出　　合　　計

 千円

消防費

教育費

災害復旧費

項 金　　　　　額款
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第２表  債務負担行為    

事 項 期 間 限 度 額

猪苗代町老人福祉センター指定管理料
令和８年度から

令和１２年度まで

千円

７４，４００

猪苗代町児童館指定管理料
令和８年度から

令和１０年度まで
１３，０００

いなわしろ聖苑指定管理料
令和８年度から

令和１０年度まで
５３，２００

猪苗代町そば乾燥調製貯蔵施設指定管理料
令和８年度から

令和１２年度まで
２０，０００

猪苗代町緑の村施設指定管理料
令和８年度から

令和１０年度まで
７８，０００

猪苗代町農林水産物直売・食材供給施設

指定管理料

令和８年度から

令和１０年度まで
１６，０００

猪苗代町町営牧場指定管理料
令和８年度から

令和１０年度まで
１８，０００

猪苗代町サイクルセンター指定管理料
令和８年度から

令和１０年度まで
６，０００

猪苗代町森林公園指定管理料
令和８年度から

令和１０年度まで
２，０００

除雪機械整備事業
令和８年度から

令和９年度まで
３６，９６５

小型動力ポンプ付普通積載車整備事業
令和８年度から

令和９年度まで
１９，０００

猪苗代町立さくらこども園給食調理業務

委託

令和８年度から

令和１１年度まで
７１，２８０

猪苗代町立猪苗代小学校給食調理業務

委託

令和８年度から

令和１１年度まで
８５，３０５

猪苗代町立猪苗代第二小学校給食調理業務

委託

令和８年度から

令和１１年度まで
６９，２８８
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第３表 地方債

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

過疎対策事業

千円

609,400

(1)借入方法
普通貸借

(2)借入資金
政府資金

その他

年５％以内

（ただし、

利率見直し

方式で借り

入れる政府

資金、地方

公共団体金

融機構資金

及び銀行等

資金につい

て、利率の

見直しを行

った後にお

いては、当

該見直し後

の利率）

政府資金については、その

融資条件により、銀行その他

の場合にはその債権者と協定

するところによる。

ただし、町財政の都合によ

り繰上償還をし、償還期限を

短縮し、又は低利に借換えを

することができるものとす

る。

公共施設等適正管理

推進事業
39,500

緊急防災・減災事業 30,900

計 679,800
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一一般般会会計計歳歳入入歳歳出出予予算算事事項項別別明明細細書書
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１　総　　括

（歳　　入）

1 町税 1,973,566 1,884,423 89,143

2 地方譲与税 95,930 96,719 △789

3 利子割交付金 2,417 495 1,922

4 配当割交付金 8,414 5,392 3,022

5 株式等譲渡所得割交付金 10,273 5,734 4,539

6 法人事業税交付金 29,786 30,198 △412

7 地方消費税交付金 373,203 345,147 28,056

8 ゴルフ場利用税交付金 21,712 22,472 △760

9 環境性能割交付金 714 7,240 △6,526

10 地方特例交付金 18,627 7,331 11,296

11 地方交付税 3,441,933 3,296,470 145,463

12 交通安全対策特別交付金 1,434 1,356 78

13 分担金及び負担金 8,654 8,554 100

14 使用料及び手数料 101,795 111,350 △9,555

15 国庫支出金 700,845 889,972 △189,127

16 県支出金 616,833 583,381 33,452

17 財産収入 81,017 103,934 △22,917

18 寄附金 160,000 150,000 10,000

19 繰入金 570,050 747,330 △177,280

20 繰越金 200,000 150,000 50,000

21 諸収入 202,997 191,302 11,695

22 町債 679,800 730,200 △50,400

9,300,000 9,369,000 △69,000歳　　入　　合　　計

 千円  千円  千円

歳入歳出予算事項別明細書

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　　　較
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－27－
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－29－



－30－



－31－



－32－



－33－



－34－



－35－
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－38－



－39－
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－41－



－42－
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－44－
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－48－



－49－



－50－



－51－
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－54－



－55－



－56－



－57－



－58－



－59－



－60－



－61－



－62－



－63－



－64－



－65－



－66－



－67－



－68－



－69－



－70－



－71－



－72－



－73－



－74－



－75－



－76－



－77－



－78－



－79－



－80－



－81－



－82－



－83－



－84－



－85－



－86－



－87－



－88－



－89－



－90－



－91－



－92－



－93－



－94－



－95－



－96－



－97－



－98－



－99－



－100－



－101－



－102－



－103－



－104－



－105－



－106－



－107－



－108－



－109－



－110－



－111－



－112－



－113－



－114－



－115－



－116－



－117－



－118－



－119－



－120－



－121－



－122－



－123－



－124－



－125－



－126－



－127－



－128－



－129－



－130－



－131－



－132－



－133－



－134－



－135－



－136－



－137－



－138－



－139－



－140－



－141－



－142－



－143－



－144－



－145－



－146－



－147－



－148－



－149－



－150－



－151－



－152－



－153－



－154－



－155－



－156－



－157－



－158－



－159－



－160－



－161－



－162－



－163－



－164－



－165－



－166－



－167－



－168－



－169－



－170－



－171－



－172－



－173－



－174－



－175－



－176－



－177－



－178－



－179－



－180－



－181－



－182－



－183－



－184－



－185－



特別職

単位：千円

職員数 報酬 給料 期末手当 地域手当 計 共済費 合計

（人）

長 等 3 0 23,943 7,805 0 297 7,985 40,030 5,637 45,667

議 員 13 38,400 0 12,696 0 0 0 51,096 9,481 60,577

そ の 他
特 別 職 955 36,077 0 0 0 0 0 36,077 0 36,077

計 971 74,477 23,943 20,501 0 297 7,985 127,203 15,118 142,321

長 等 3 0 23,943 7,919 0 255 7,985 40,102 3,663 43,765

議 員 14 41,220 0 13,431 0 0 0 54,651 11,057 65,708

そ の 他
特 別 職 1,026 40,883 0 0 0 0 0 40,883 0 40,883

計 1,043 82,103 23,943 21,350 0 255 7,985 135,636 14,720 150,356

長 等 0 0 0 △ 114 0 42 0 △ 72 1,974 1,902

議 員 △ 1 △ 2,820 0 △ 735 0 0 0 △ 3,555 △ 1,576 △ 5,131

そ の 他
特 別 職 △ 71 △ 4,806 0 0 0 0 0 △ 4,806 0 △ 4,806

計 △ 72 △ 7,626 0 △ 849 0 42 0 △ 8,433 398 △ 8,035

前年度

比　較

　比較において、議員の人数及び給与費が減となった理由は、任期途中の辞職により欠員が１名生じたため。比較において、その他特別職の人
数及び給与費が減となった主な理由は、国勢調査終了によるもの。

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　　分

給　　　　　　　　　　与　　　　　　　　　　費

寒冷地
手当

その他
の手当

本年度
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一般職（全体）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

(114)

208

(107)

197

(7)

11

本年度 16,692 8,851 14,021 140 8,257 675 42,014

前年度 17,286 8,828 13,366 140 8,257 675 43,260

比　較 △ 594 23 655 0 0 0 △ 1,246

本年度 1,304 11,620 195,533 172,273 9,207 99,506 0

前年度 1,304 10,815 185,275 160,806 9,810 91,298 0

比  較 0 805 10,258 11,467 △ 603 8,208 0

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員及び会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務

時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 宿日直手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職

手当負担金
単身赴任

手当

88,645

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特別

勤務手当

比　較 11,379 37,503 28,973 77,855 10,790

1,791,565

前年度 198,732 683,339 551,120 1,433,191 269,729 1,702,920

本年度 210,111 720,842 580,093 1,511,046 280,519

給　与　費　明　細　書

単位：千円

区  分 職員数
給    与    費

共済費 合計 備考
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一般職（会計年度任用職員以外の職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当

（   ）

150

（   ）

150

（   ）

0

本年度 16,692 8,851 10,613 140 8,257 675 36,364

前年度 17,286 8,828 10,995 140 8,257 675 37,578

比　較 △ 594 23 △ 382 0 0 0 △ 1,214

本年度 1,304 11,260 132,934 117,190 9,207 80,463 0

前年度 1,304 10,815 129,182 113,693 9,810 78,351 0

比  較 0 445 3,752 3,497 △ 603 2,112 0

　備考　１　　　（　）内は、短時間勤務職員

(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

544 544

12,076 12,076

その他増減分 人事異動による増減
退職者と採用者の差異
育児休業等による増減

人事異動による増減
退職者と採用者の差異
育児休業等による増減

3,185
△10,607

3,735

160
△5,978

2,009

昇給等に伴う増 10,845

職員手当 7,036

制度改正に伴う増減分 10,845

△ 3,809

△ 3,687

単位：千円

増減事由別内訳 説　　　明

給　料 8,933

給与改定に伴う増減分 25人

昇給に伴う増加分 130人

その他増減分

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 宿日直手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職

手当負担金
単身赴任

手当

20,341

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特別

勤務手当

比　較 0 8,933 7,036 15,969 4,372

1,209,524

前年度 0 570,500 426,914 997,414 191,769 1,189,183

本年度 0 579,433 433,950 1,013,383 196,141

単位：千円

区  分 職員数
給    与    費

計 共済費 合計 備考
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(３)給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与 単位：円

　　イ　初任給 単位：円

　 ウ　級別職員数

６　級

４　級

２　級

150
(　　　)
100.0

(　　　)
計

(　　　) (　　　)

13.3
(　　　)

20.7

28.0
(　　　)(　　　)

20

(　　　)
42

41

(　　　)

(　　　) (　　　)

(　　　)
9.3

27.3

(　　　)

３　級

１　級

５　級

1.3

(　　　)
31

区　　　　分
級

2
(　　　)

232,000

５　級

２　級

１　級

職員数(人)
行　　政　　職

構成比（％）

技　能　労　務　職

14

大学卒

204,000

236,700

200,300

行　政　職

技能労務職行　政　職区　　　　　　　　分

326,121

平均給料月額

平均給与月額

40.69平均年齢（歳）

平均給料月額

351,297

令和８年１月１日現在

令和７年１月１日現在

区　分

高校卒

平均給与月額

335,794

技能労務職

平均年齢（歳）

国　　の　　制　　度
技能労務職

360,467

行政職

40.95

６　級

４　級

３　級

２　級

３　級
(　　　) (　　　)

級 構成比（％）職員数(人)

(　　　)

(　　　)

(　　　)(　　　)

(　　　)

(　　　)

(　　　)

計

計

(　　　)

１　級

(　　　)

2 1.3
(　　　) (　　　)

14 9.3
(　　　) (　　　)

15 10.0

27.3
(　　　)

(　　　)

(　　　)
41

(　　　)

２　級

48 32.0
３　級

(　　　) (　　　) (　　　)

(　　　) (　　　)
１　級

(　　　) (　　　) (　　　) (　　　)

(　　　)

令和８年１月１日
現在

令和７年１月１日
現在

150 100.0
計

30 20.0
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　（級別の基準となる職務）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　エ　昇給

　　オ　期末手当・勤勉手当

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

130

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

125

125

１　用務員
の職務
２　調理員
等の職務
３　事務見
習又は技術
見習等の職
務

86.67

150職　 員　 数　    　(Ａ)　(人) 150

備　　考

(       )
4.65

職制上の段階、
職務の級等に
よる加算措置

３級以上
5～15%加算

令和8年1月1日現在

83.33

支給期別支給率

各事務部局
の課長、主
幹の職務

各事務部局
の課長補佐
の職務

１　　　　級

各事務部局
の定型的な
業務を行な
う主事の職
務

５　　　　級

各事務部局
の高度の知
識又は経験
を必要とす
る業務を行
なう主事の
職務

１　各事務
部局の係長
の職務
２　各事務
部局の特に
高度の知識
又は経験を
必要とする
業務を行な
う主査の職
務

125

122

86.67

3

１　自動車
運転手
２　一般技
能職員の職
務
３　電話交
換手の職務
４　困難な
業務を行う
用務員の職
務
５　相当の
経験を必要
とする調理
員等の職務

 １２月（月分）

８号級　(人)

(       )
2.3

3

83.33

本
年
度

前
年
度

行　　政　　職

１　参事
２　各事務
部局の特に
困難な業務
を行なう課
長の職務

２号級　(人)

技　能　労　務　職

比　　率　　(Ｂ)／(Ａ) 　 (％)

(       )
2.3

(       )
2.3

122

 　６月（月分）
 支給率計
（月分）

(       )
4.6

(       )
4.65

(       )
2.35

(       )
2.3

６号級　(人)

３級以上
5～20%加算

３級以上
5～15%加算

令和7年1月1日現在

令和8年1月1日現在

区　　分

本　年　度

昨　年　度

国の制度

(       )
2.35

区　　　　分 ６　　　　級

６号級　(人)

８号級　(人)

４号級　(人)

技能労務職

職　 員　 数　    　(Ａ)　(人)

２　　　　級

代　表　的　な　職　種

150

区　　　　　　　分

１　相当の
技能又は経
験を必要と
する自動車
運転手の職
務
２　相当の
技能又は経
験を必要と
する作業を
行う一般技
能職員の職
務
３　相当の
技能又は経
験を必要と
する電話交
換手の職務

４　　　　級 ３　　　　級

合　　計
行　政　職

130

5

150

125

２号級　(人)

４号級　(人)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)　(人)

5
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　　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

　　ケ　その他の手当

備考 １  「ア  職員１人当たり給与」は、再任用短時間勤務職員以外の職員について作成すること。

     ２  「ウ  級別職員数」の（　）内には、再任用短時間勤務職員について外書きすること。

     ３  「エ  昇給」の職員数欄には、再任用短時間勤務職員以外の職員数を記載すること。

     ４  「オ  期末手当・勤勉手当」の（　）内には、再任用職員の標準的な支給率を記載すること。

定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り3％を超えない範囲
内加算45％限度

47.70947.709

そ の 他 の
加算措置等

33.27075 支給率等

区　　分

24.586875

25年勤続の
者(月分)

備考
35年勤続の
者(月分)

平成30年4月1日以降

平成30年1月1日以降

最高限度
（月分）

47.709
定年前早期退職者特例措置
一定率１年当り2％を超えない範囲
内加算20％限度

33.27075

支 給 率 （ ％ ）

24.586875

20年勤続の
者(月分)

47.709

支給対象職員数(人)

支給対象地域

国の制度
(支給率等）

国 の 指 定 基 準 に
基づく支給率（％）

行　政　職

0.02

代　表　的　な　職　種

20.00 20.00

異 県準則に同じ

差異の内容国の制度との異同

技能労務職
全　　職　　種区　　　　　　　　　　分

給料総額に対する比率（％）

税務等業務手当、防疫作業手当、行旅病死亡人等措置手当

0.02

支給対象職員の比率（％）
（令和８年１月１日現在）

代表的な特殊勤務手当の名称

異 県準則に同じ

区　　　　分

扶　養　手　当

住　居　手　当

通　勤　手　当

同
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一般職（会計年度任用職員）

(１)　総括

報酬 給料 職員手当 計

(114)

58

(107)

47

(7)

11

本年度 0 0 3,408 0 0 0 5,650

前年度 0 0 2,371 0 0 0 5,682

比　較 0 0 1,037 0 0 0 △ 32

本年度 0 360 62,599 55,083 0 19,043 0

前年度 0 0 56,093 47,113 0 12,947 0

比  較 0 360 6,506 7,970 0 6,096 0

　備考　１　　　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要

する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員

(２)　報酬、給料及び職員手当の増減額の明細

区分 増減額 備考

0

1,417 16人 1,417

0

14,516 14,516

備考
給    与    費

時間外勤務手当
児童手当
人員数変動による増減
職員退職手当負担金

△32
360

1,037
6,096

人員数変動による増減
勤務日数の減

10,346
△384

人員数変動による増減 14,054

期末手当
勤勉手当

6,506
7,970

その他増減分 7,461

職員手当 21,937

制度改正に伴う増減分 14,476

給　料 28,570

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分 18人

その他増減分 14,054

単位：千円

増減事由別内訳

報　酬 11,379

給与改定に伴う増減分

昇給に伴う増加分

その他増減分

説　　　明

9,962

時間外勤務
手当

職員手当
の内訳

区分 宿日直手当 児童手当 期末手当 勤勉手当 寒冷地手当
職員退職

手当負担金
単身赴任

手当

68,304

職員手当
の内訳

区分 扶養手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務

手当
給料の特別

調整額
管理職員特別

勤務手当

比　較 11,379 28,570 21,937 61,886 6,418

582,041

前年度 198,732 112,839 124,206 435,777 77,960 513,737

本年度 210,111 141,409 146,143 497,663 84,378

単位：千円

区  分 職員数 共済費 合計
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地地方方債債のの前前々々年年度度末末ににおおけけるる現現在在高高並並びびにに前前年年度度末末及及びび当当該該年年度度末末ににおおけけるる
現現在在高高のの見見込込みみにに関関すするる調調書書

（単位:千円）

令 和 ６ 年 度 末 令 和 ７ 年 度 末 令 和 ８ 年 度 末

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 元金償還見込額 現 在 高 見 込 額

１１ 普普 通通 債債 5,402,432 5,616,847 679,800 789,765 5,506,882

 (1) 総　　      務 171,137 392,899 75,095 317,804

 (2) 民　　      生 145,483 142,906 31,900 26,045 148,761

 (3) 衛　　      生 60,555 234,459 166,300 18,983 381,776

 (4) 農  林  水  産 123,649 108,736 46,400 16,923 138,213

 (5) 商　　      工 1,071

 (6) 土　     　 木 1,880,186 1,884,120 313,100 336,747 1,860,473

 (7) 公  営  住  宅 276,988 244,852 47,768 197,084

 (8) 消　　      防 269,463 261,076 30,900 51,438 240,538

 (9) 教　　      育 2,473,900 2,347,799 91,200 216,766 2,222,233

２２ 災災害害復復旧旧事事業業債債 96,106 84,960 11,193 73,767

 (1) 農  林  水  産

 (2) 土　　      木 96,106 84,960 11,193 73,767

 (3) 教　　      育

 (4) そ　　の　　他

３３ そそ のの 他他 2,630,606 2,338,531 278,140 2,060,391

 (1) 減 税 補てん債 2,162 617 617

 (2) 臨時財政対策債 2,610,621 2,321,200 276,413 2,044,787

 (3) 減 収 補てん債 17,823 16,714 1,110 15,604

合合 計計 8,129,144 8,040,338 679,800 1,079,098 7,641,040

区　　　分
令 和 ８ 年 度 中 増 減 見 込 額
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